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研究推進支援人材が日本の産学連携活動に与える影響 

 
○古澤陽子（東京大学），枝村一磨（神奈川大学），高橋真木子（金沢工業大学）， 

吉岡（小林）徹（一橋大学），渡邉万記子，隅藏康一（政策研究大学院大学） 

 

 
1. はじめに 

大学はイノベーション・システムの主要な構成要素の一つであり、大学の研究力向上や産学連携等の

促進は、日本の科学技術イノベーションにとって重要な課題のひとつである。大学の研究力向上にむけ、

大学における競争的資金等の外部研究資金の獲得がより求められる現在において、一般論としては研究

推進支援人材の重要性は共有されている。しかし、大学の財政環境が厳しさを増す中、研究者ではなく

あえて研究推進支援人材を雇用することの是非、またそれらの論拠を求める声は大きい。 
本分析は、「研究推進支援人材が、産学連携や外部研究資金の獲得、ひいては大学の研究力強化に与え

る効果はどの程度あるか、その効果は定量的に把握可能か」というリサーチクエスチョンに基づく、日

本の国公私立大学ののべ 12 年間に渡るデータを用いた分析の成果である。大学の産学連携や外部資源

獲得などに対する研究推進支援人材の効果を定量的に示すもので、大学が産学連携や外部研究資金獲得

を通して研究力を向上させていくための戦略や組織を検討するエビデンスとなると同時に、政策立案上

も有用であると考える。 

 

 
2. データ 

 本分析で用いる大学レベルの論文数や産学連携論文数、産学連携以外の論文数は、Web of Science
（WoS）を用いて抽出した。WoS は学術文献データベースであり、世界中の 254 の専門分野にわたる 1
億 6100 万件のレコードを含み 1、論文の著者情報や掲載された年など、詳細な書誌情報が収録されてい

る。論文ごとに収録されたデータを、著者の所属先大学で集計したものを分析に用いた。論文データベ

ースに収録されている大学名は英語名であることにくわえ、大学を示す部分において例えば 
“University”だけでなく、 “Univ”や “Uni”などの表記揺れがあり、大学名で集計する際には名寄せ

が必要となる。そこで、2019 年までのWoSについて名寄せを行った機関名をリストにしているWoSCC-
NISTEP 大学・公的機関名辞書対応テーブル 2を用いて、著者の所属先大学ごとに年レベルの論文数に

集約した。 
 大学における研究推進支援人材や外部研究資金の獲得状況、発明や特許等の研究アウトプットの捕捉

には、産学連携等実施状況調査（産連調査）を用いた。産連調査は 2002 年度から毎年、文部科学省が

大学等を対象に実施しており、研究推進支援人材として注目する URA3や研究推進特化型 URA（本研

究では、プレアワード、ポストアワード、研究戦略推進支援、のうちのいずれかの業務に専念している

URA のことを、このように呼ぶこととした。）の人数、企業や政府系機関から大学が獲得した外部研究

資金の件数や金額、発明届出件数、特許出願件数等が調査されている。 
 教員数や使用研究費、研究分野の情報は、科学技術研究調査（科調）の二次利用データから捕捉した。

科調は、統計法に基づいて総務省が実施する基幹統計調査である。大学等を調査対象としているが、学

部や大学附置研究所等の単位で情報が収録されているため、大学名を名寄せした上で、大学ごとに集計

した。また、各大学に理系学部が設置されている場合に 1 を取るダミー変数を、科調から作成した 4。 
大学レベル、年レベルで集計した論文データ、産連データ、科調の二次利用データを接合して、分析

 
1 https://clarivate.com/ja/solutions/web-of-science/ 
2 文部科学省科学技術・学術政策研究所が作成、公開している。 
3 URA は、「大学などの研究組織において研究者および事務職員とともに、研究資源の導入促進、研究活動の企画・マネジメント、研

究成果の活用促進を行って、研究者の研究活動の活性化や研究開発マネジメントの強化を支える業務に従事する人材」（一般社団法人

リサーチ・アドミニストレーション協議会）と定義されている。 
4 学部別に主な学問区分が調査されており、文学や法学、経済学、理学、工学等の区分から 1 つ選ばれる。同一大学内で教員数が最も

多い学部の教員数の 1 割以上が所属する学部や大学附置研究所等を対象として、理学、工学、農学、医歯薬学、その他保健を主な学問

区分とする該当部門があれば、理系学部を有していると見なした。 
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に用いた。各データを接合する際には、名寄せされた大学名を用いた。論文データが 1998 年から 2019
年まで、URA に関する項目が利用可能である産連データが 2008 年から 2020 年まで、科調の二次利用

データが 2001 年から 2020 年までであることを考慮し、2008 年から 2019 年までの各データを接合し、

大学ごとに年ごとの推移を追跡することができるパネルデータを構築した。 
 
 

3. 研究推進支援人材（URA）の状況 

大学における URA の活用状況を確認するために、2009 年度から 2020 年度の URA 配置状況を整理

し（表 1）、URA として雇用している人数の階級別の大学数をヒストグラムで表したものが図 1 である。 
 
 

表 1 大学における URA の配置状況 
 

 
 
 
国公私立の大学設置区分を問わず、1 人

以上 URA を配置している機関の割合は

2011 年度以降急速に増加（ヒストグラム

では「URA が 0 人」の大学数が 2011 年、

2013 年、2015 年に大きく減少）したこと

がわかる。特に国立大学については、2011
年度の URA 配置率が約 8 割に達してい

る。その後、2016 年度にやや微減、翌 2017
年度には大きく減少に転じ、その後、細か

な増減はあるが、全体としては横ばいで推

移している。 
2011 年度には、文部科学省「リサーチ・

アドミニストレーターを育成・確保するシ

ステムの整備」事業が開始され、2013 年

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
(H21) (H22) (H23) (H24) (H25) (H26) (H27) (H28) (H29) (H30) (R1) (R2)

32 30 66 67 67 70 70 68 64 63 64 63
37.2% 34.9% 78.6% 78.8% 78.8% 81.4% 81.4% 79.1% 74.4% 73.3% 74.4% 73.3%

合計 - 221 664 726 802 899 961 998 787 946 988 970
平均値 - 2.57 7.81 8.54 9.44 10.45 11.17 11.60 9.15 11.00 11.49 11.28
中央値 - 0.00 4.00 4.00 4.00 6.00 6.00 6.00 4.00 5.00 5.00 5.50

標準偏差 - 6.003 12.022 13.087 13.680 15.144 17.150 18.468 13.902 16.627 18.322 17.749
合計 - - - - 111 122 84 111 92 91 106 87

平均値 - - - - 1.31 1.42 1.87 2.27 1.74 1.65 1.80 1.74
10 9 31 32 29 30 34 33 15 20 18 23

13.2% 12.7% 44.9% 42.1% 39.7% 38.5% 45.3% 43.4% 19.2% 25.3% 24.3% 28.8%
合計 - 44 112 151 147 152 105 99 55 71 64 72

平均値 - 0.62 1.62 1.99 2.01 1.95 1.40 1.29 0.69 0.90 0.86 0.90
中央値 - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

標準偏差 - 2.685 3.565 6.764 7.054 6.672 2.736 2.600 2.066 2.340 2.313 2.287
合計 - - - - 41 40 2 3 15 13 14 20

平均値 - - - - 0.56 0.51 0.05 0.07 0.22 0.21 0.23 0.32
40 36 74 75 80 97 105 111 51 67 75 71

10.4% 9.4% 18.0% 17.4% 18.6% 22.8% 26.2% 26.3% 11.7% 14.4% 17.0% 15.0%
合計 - 110 291 304 323 372 398 431 275 333 362 373

平均値 - 0.29 0.71 0.70 0.75 0.87 0.99 1.01 0.63 0.72 0.82 0.79
中央値 - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

標準偏差 - 1.979 2.837 2.733 2.881 3.189 3.553 3.473 3.318 3.792 4.059 4.093
合計 - - - - 36 31 22 33 55 71 82 79

平均値 - - - - 0.08 0.07 0.07 0.10 0.14 0.17 0.21 0.19
82 75 171 174 176 197 209 212 130 150 157 157

15.0% 13.9% 30.4% 29.4% 29.9% 33.4% 37.2% 36.3% 21.7% 23.8% 26.1% 24.5%
合計 - 375 1067 1181 1272 1423 1464 1528 1117 1350 1414 1415

平均値 - 0.69 1.89 1.99 2.16 2.40 2.60 2.59 1.84 2.15 2.35 2.21
中央値 - 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

標準偏差 - 3.173 5.935 6.550 6.933 7.569 8.233 8.533 6.674 7.819 8.617 8.230
合計 - - - - 188 193 108 147 162 175 202 186

平均値 - - - - 0.32 0.33 0.28 0.35 0.31 0.32 0.39 0.35

国立

配置機関数

配置率

URA人数

研究推進特化
型URA人数

公立

配置機関数

配置率

URA人数

研究推進特化
型URA人数

私立

配置機関数

配置率

URA人数

研究推進特化
型URA人数

全体

配置機関数

配置率

URA人数

研究推進特化
型URA人数
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度には研究大学強化促進事業（事業期間 10 年間）が開始された。2011 年度以降少なくとも 2015 年度

までは URA を雇用している大学数が増加している要因として、これらの事業が URA の採用枠の拡大

と URA の配置促進にポジティブな影響を与えたことが示唆される。その一方で、どちらも有期の事業

であるため、プログラム終了後の雇用促進効果は不透明であり、2016 年度以降、URA の雇用を行わな

い大学が増加に転じていることからも、プログラムの効果は限定的だった可能性も否定できない。 
大学の設置区分別では、国立大学の配置率の高さが際立っているが、同時に URA 人数の標準偏差も

大きな値になっており、大学間格差も大きいことがわかる。 
研究推進特化型 URA に着目すると、国立大学については全体として 10％前後で推移しているのに対

し、私立大学については、2017 年度以降は 20％以上で推移している。 
 

 次に、URA の前職キャリアの職種別比率を整理したものが図 2、表 2 である。 
 

 
表２ URA の前職キャリア構成比率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ URA の前職キャリア構成比率 
 
 

2015 年度は前職が事務職だった URA が最も多く、全体の半数を占めた。次に多かった前職は研究職

であるが、その割合は 20％弱にとどまっている。2019 年度は前職が事務職だった URA が減少し、教

員職と URA を前職とする URA が大きく増え、それ以外のキャリアの比率もわずかではあるが増加し

ている。2015 年度に比べて前職キャリアの多様化が進んでいることがわかる。2019 年度においても、

学生やポスドクを前職とする URA の数は依然として少数にとどまっていることも特徴的である。 
 
 
4. 仮説と分析方法 

（１）仮説 
本分析では、研究推進支援人材の雇用が産学連携や外部研究資金獲得、研究生産性に与える影響を定

量的に把握し、分析する。具体的には、以下のような仮説を検証する。 
 

仮説 1：研究推進支援人材の雇用は、大学における産学連携を促進する。 
 大学において、研究推進支援人材と産学連携は密接に関連している。URA 等の研究推進支援人材は、

大学において教員の研究活動を支援する専門人材であり、研究プロジェクトの企画立案等のプレアワー

ド支援、研究プロジェクトの進捗管理等のポストアワード支援、研究力の調査分析等の研究戦略推進支

援といった業務を担当している。研究推進支援人材を雇用することによって、従来研究者が負担してい

た産学連携を進めるためのコストが低下する結果、産学連携による研究活動が促されると考えられる。 
 
仮説 2：研究推進支援人材の雇用は、大学における外部研究資金獲得を促進する。 
 一般的に、外部研究資金の獲得には、研究計画の戦略的立案はもちろんのこと、各種申請書類の作成

や予算編成などの事務作業が発生する。これらを支援するような専門人材を雇用することで、外部研究

資金を戦略的かつ効率的に申請でき、獲得できる確率も上昇する。つまり、研究推進支援人材の雇用は、

大学による外部研究資金獲得に貢献すると考えられる。 
 
 
 

― 806―



仮説 3：大学において、研究推進支援人材の雇用は、研究生産性を向上させる。 
プレアワード支援やポストアワード支援を行う研究推進支援人材を配置し、研究とは直接関係の無い

事務作業等を担当させることで、研究者は研究時間を確保でき、研究に集中して、より多くの研究成果

を得ることができる。大学において、研究推進支援人材の雇用は研究生産性を向上させると考えられる。 
 
 

（２）方法 
研究推進支援人材の雇用が産学連携等に与える影響を検討するには、ある大学が研究推進支援人材を

雇用した場合と、雇用しない場合を比較する必要がある。しかしながら、現実に同一大学が研究推進支

援人材を雇用した場合と雇用しなかった場合を同時に実現することはできないため、異なる大学間で比

較せざるを得ないが、背景情報が散在している場合にそれが URA の雇用効果によるものなのか、他の

背景要因の影響によるものなのかを知ることは難しい。そこで本分析では、仮説 1～3 を検証する方法

として、傾向スコア（propensity score, PS）マッチングと差分の差分法（DID）を用いた。 
傾向スコア（PS）マッチングにより共変量を調整し、研究推進支援人材を雇用しているか否かのみが

異なり、それ以外は似たような特性を持つ大学を統計的に選び出し、研究推進支援人材の雇用の影響を

定量的に抽出した。似たような大学を選ぶ際には、教員 1 人当たり論文数、教員 1 人当たり発明届出件

数、教員 1 人当たり研究事務員数、民間資金 1 件あたり金額、政府資金 1 件あたり金額がほぼ同一であ

ることを条件とする。研究推進支援人材を雇用しているか否か以外は似たような特徴を有する大学を選

んでから、URA を雇用する大学（Treatment）と雇用しない大学（Control）に区分し、産学連携の程

度や外部資金獲得の状況、研究生産性を比較した。 
分析にあたり、研究推進支援人材の代理変数として URA を 1 人以上雇用している場合に 1 をとるダ

ミー変数を用いる。 
仮説 1 では、産学連携の程度を示す代理指標として産学連携によって執筆された論文数を考える。産

学連携が活発に行われれば、その成果を企業の研究者と大学の研究者が共同で論文としてまとめること

が想定される。企業の研究者と大学の研究者が共同で執筆した論文の数を産学連携論文数と考え、それ

を産学連携への取組度合いを示す代理変数とする。 
仮説2では、外部資金研究費の獲得を示す代理変数として、民間から獲得した研究資金の件数と金額、

政府系機関から獲得した研究資金の件数と金額を用いる。 
 仮説 3 では、研究生産性の代理指標として、論文数、産学連携以外の論文数、発明届出件数、特許出

願件数を考える。研究の成果は論文や発明、特許としてまとめられると想定され、それを示す各件数を

研究生産性の代理指標とする。 
それぞれの代理変数に対して、ATT（Average Treatment effect on the Treated：URA を 1 人以上雇

用している大学群における平均処置効果）の係数がプラスであれば、仮説が支持されることとなる。 
 
 
5. 分析 

表 3 は、PS マッチングに必要なロジット推計を行った結果である。具体的には、被説明変数として

URA を 1 人以上雇用している場合に 1 をとるダミー変数、説明変数として教員 1 人当たり論文数、教

員 1 人当たり発明届出件数、教員 1 人当たり研究事務員数、民間資金 1 件当たり金額、政府資金 1 件あ

たり金額を用いたロジット推計を行っている。 
ロジット推計の結果をもとにマッチングを行い、バランシング・テストを行った結果が表 4 である。

URA を雇用している大学（Treatment）と、雇用していない大学（Control）の間で、各説明変数間に

有意水準 5％で差が無いという結果になっており、非合理的なマッチングにはなっていない。 
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表 3 ロジット推計結果           表 4 バランシング・テスト結果 
 
 
 
 
 
 
 
 

                 ***：有意水準 1％、**：有意水準 5％、*：有意水準 1％ 
 
 
 

 
 
 
 
 
PS マッチングを行い、URA を雇用した大学（Treatment）と、様々な指標に類似性があるが URA 

を雇用しなかった大学（Control）との間で、各被説明変数について、DID で比較した結果が表 5 であ

る。 
URA を採用する前の年（t-1）を基準として、採用した年（t）、採用した 1 年後（t+1）、2 年後（t+2）、

3 年後（t+3）それぞれの差を分析している。その結果、論文数、産学連携論文数、産学連携以外論文数、

発明届出数、特許出願件数、民間資金（件数ならびに金額）、政府資金（件数ならびに金額）のいずれに

おいても正で有意な効果がみられた。URA の雇用は、それぞれの被説明変数に対して、少なくとも 3 
年後まで、正で有意な効果を持つことが分かった。 

 
 

表 5 DID 分析結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

***：有意水準 1％、**：有意水準 5％、*：有意水準 1％ 
 
 

V(T)/
Treated Control t p>t V(C)

教員1人当たり論文数 0.71445 1.2743 -71.6 -1.64 0.101 0.02*
教員1人当たり発明届出件数 0.06506 0.04976 30.3 1.73 0.084 0.71*
教員1人当たり研究事務人数 0.17776 0.16171 6.6 0.65 0.514 0.39*
獲得民間資金1件当たり金額 148.19 165.31 -14.3 -0.74 0.46 0.13*
獲得政府資金1件当たり金額 651.99 586.54 12.6 0.87 0.383 0.48*

Mean t-test
%bias
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6. おわりに 

本分析では、「研究推進支援人材が、産学連携や外部研究資金の獲得、ひいては大学の研究力強化に与

える効果はどの程度あるか、その効果は定量的に把握可能か」というリサーチクエスチョンに基づき、

独自に構築した日本の国公私立大学のパネルデータを用いて、研究推進支援人材として URA に焦点を

あてて、その雇用効果について定量的検証を試みた。その結果、URA の雇用は、大学の産学連携や外

部研究資金獲得、研究生産性に対して少なくとも 3 年後まで、正で有意な効果を持つことが分かった。 
当然のことながら大学の財源には限りがあるため、大学の研究力に直結する研究者とあくまで研究推

進支援を主とする人材とで、人件費のカニバリズムが生じる。しかし本分析から、研究者ではなくあえ

て研究推進支援人材を雇用することも、大学研究力強化につながり得るということが示唆された。本分

析で得られた結果は、研究者や経理や財務などの事務職とは別に、研究推進支援というポジションを明

確に区分した組織デザインを行うことの有効性など、大学が産学連携や外部研究資金獲得を通して研究

力を向上させていくための戦略や組織を検討するエビデンスとして有用と考える。 
本分析では、研究推進支援人材の雇用有無が主たる着眼点であったが、より具体的な政策立案のため

には、今後の分析として、研究推進支援人材の雇用人数の多寡が大学の研究能力に与える影響を定量的

に捕捉していくことが重要になる。また、研究推進支援人材の職務内容や雇用形態、その人材が専門性

を有しているか否か等の違いによって、その影響は変わるのかどうか（研究推進支援人材の活用規模が

同程度の大学間で産学連携や外部研究資金獲得の伸びに差や特徴が見られるかどうか）という視点から

の分析も重要になってくると考える。 
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